
 

人事行政の運営等の 

 状況について 

～平成 21 年度～ 

 
鈴鹿市では、市職員の給与や定員管理、競争試験などの情報をお知らせし、人事行政

運営における公平性や透明性を確保するため、地方公務員法（昭和 25年法律第 261 号）

第 58 条の 2 及び鈴鹿市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、鈴鹿市

の人事行政の運営等の状況について公表しています。 

 

 

 

 

■内容 

１ 任免及び職員数に関する状況 

２ 給与の状況 

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

４ 分限及び懲戒処分の状況 

５ 服務の状況 

６ 職員の研修 

７ 福祉及び利益の保護状況 

８ 公平委員会の業務の状況 

 

 

                         鈴鹿市 
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■新規採用者数   単位(人) 

平成 20 年度 
 （平成 20年 4 月 1日～平成 21 年 3月 31 日） 

 
平成 21 年度 

 （平成 21年 4 月 1日採用） 

職 種 
採用者数 

（うち女性）  
職 種 

採用者数 
（うち女性） 

事務（一般） 15（ 7） 

 

事務（一般） 13（ 7） 

技術（電気） 1（ 0） 事務（身障） 1（ 0） 

技術（機械） 1（ 0）  技術（土木） 2（ 0） 

保健師 2（ 2）  技術（機械） 1（ 0） 

保育士 5（ 4）  技術（建築） 1（ 0） 

幼稚園教諭 3（ 3）  保健師 2（ 2） 

消防 4（ 0）  保育士 7（ 6） 

労務（調理員） 2（ 2）  幼稚園教諭 2（ 2） 

   消防 10（ 1） 

合  計 33（18）  合  計   39（18） 

 

 

■再任用の状況(平成 21 年 4 月 1 日現在)   単位(人) 

区 分 フルタイム勤務 短時間勤務 合 計 

 市長部局ほか 5 0 5 

 教育委員会 10 0 10 

 消防本部 0 0 0 

 水道局 2 0 2 

 合  計 17 0 17 

 

 

■退職者数(平成 20 年 4 月 1 日～平成 21年 3月 31 日)   単位(人) 

区 分 定年退職 勧奨退職 普通退職ほか 合 計 

 市長部局ほか 11 9 8 28 

 教育委員会 9 3 0 12 

 消防本部 3 2 1 6 

 水道局 0 1 0 1 

 合  計 23 15 9 47 

※再任用職員は除く

１ 任免及び職員数に関する状況 
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■部門別職員数の状況(各年 4 月 1 日現在)   単位(人) 

区分 
職員数（人） 対前年 

増減数 
主な増減理由 

H20 H21 

一
般
行
政
部
門 

議会 9 9 0 

◇業務の見直し及び事務の統

廃合による減 

◇福祉部門業務の充実 

◇道路部門業務の充実 

総務 256 253 －3 

税務 65 64 －1 

民生 228 225 －3 

衛生 99 101 2 

労働 1 1 0 

農林水産 33 33 0 

商工 19 19 0 

土木 168 173 5 

小計 878 878 0 

特
別
行
政

部
門 

教育 225 220 －5 
◇教育退職者不補充 

◇消防体制の充実 
消防 186 190 4 

小計 411 410 －1 

公
営
企
業
等

会
計
部
門 

水道 77 72 －5 

◇水道業務委託に伴う減 
下水道 44 43 －1 

その他 49 50 1 

小計 170 165 －5 

合計 
1,459 

(1,582) 
1,453 

(1,582) 
－6 
(0) 

 

※総務省地方公共団体定員管理調査による 
※職員数は一般職に属する職員数（教育長含む） ※( )内は，条例定数の合計数 
 

■年齢別職員構成の状況(平成 21 年 4 月 1 日現在)    単位(人) 

区分 
20 歳 
未満 

20 歳 
～ 

23 歳 

24 歳 
～ 

27 歳 

28 歳 
～ 

31 歳 

32 歳 
～ 

35 歳 

36 歳 
～ 

39 歳 

40 歳 
～ 

43 歳 

44 歳 
～ 

47 歳 

48 歳 
～ 

51 歳 

52 歳 
～ 

55 歳 

56 歳 
～ 

59 歳 

60 歳 
以上 計 

職員数 1 50 109 116 151 188 180 145 171 183 140 19 1,453 
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■定員適正化の状況 

本市は当面合併を行わず，20 万都市として自主自立した行政運営を行っていくことを決定したこ

とから，合併による余剰人員を抱えているわけではなく，むしろこれからの権限委譲による業務量の

増加に備える必要があります。このためにも一層の行財政改革を推進し，定員適正化の取り組みを図

る必要があります。 

一方，本市の定年退職者の動向を見ますと，10 年後に定年退職のピークが予想されることから，

これに伴う人事管理上の弊害等によって行政機能が低下することのないように，中長期的な視点で職

員採用や人事管理を行い，知識と技能の伝承，人材の育成を図っていく必要があります。 

このような視点から，平成 18年 2 月に「鈴鹿市定員適正化計画」を策定し，平成 16 年 4 月の職員

数 1,493 名を基準として，計画期間の平成 17 年度から平成 26 年度までの 10年間で，職員数 75 名，

率にして 5％を純減することを目標に，着実な取り組みを進めています。 
 

□定員管理の数値目標及び進捗状況 

時期 職員数 
対前年比 平成16年4月1日を基準とした 

純減数 純減率 純減数 純減率 

平成16年4月1日 1,493人 － － － － 

平成17年4月1日 1,481人 12人 0.8％ 12人 0.8％ 

平成18年4月1日 1,474人 7人 0.5％ 19人 1.2％ 

平成19年4月1日 1,469人 5人 0.3％ 24人 1.6％ 

平成20年4月1日 1,459人 10人 0.7％ 34人 2.3％ 

平成21年4月1日 1,453人 6人 0.4％ 40人 2.7％ 

～ 以下数値目標 ～ 

平成22年4月1日 1,458人 － － (達成済)35人 2.3％ 

平成26年4月1日 1,418人 － － 75人 5.0％ 

※参考 平成17年度～平成22年度(集中改革プラン)の5年間では純減数23人，純減率1.6％ 
 

■障害者の任用状況（平成 21 年 6 月 1 日現在） 

 市長部局ほか 教育委員会 水道局 

身体障害者雇用者数（人） 21 2 1 

雇用率（%） 2.05 0.92 1.28 

 

■女性職員の登用状況（平成 21 年 4 月 1 日現在） 

 管理職 

総数 

(人) 

 女性管理職の内訳 

うち女性の数 

(人) 

うち女性の割合 

(％) 

部長級 

(人) 

次長･参事級

(人) 

課長級 

(人) 

 市長部局ほか 237 33 13.9 0 0 33 

 教育委員会 13 1 7.7 0 0 1 

 消防本部 28 0 0 0 0 0 

 水道局 18 0 0 0 0 0 

 合  計 297 34 11.4 0 0 34 

※教育長除く
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■人件費の状況（普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳 

人口（20 年度末） 
歳出額 A 実質収支 人件費 B 

人件費率 
B／A 

(参考)19 年度 
人件費率 

20 年度 
人 

194,512 

千円 

56,107,611 

千円 

1,724,039 

千円 

11,804,104 

％ 

21.0 

％ 

20.7 

  

■職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 
職員数 
(A) 

給     与     費 1人当たり 
給与費 
B/A 

 
類似団体平均 

1人当たり給与費 給  料 職員手当 期 末･ 勤 勉 手 当      計(B)  

20 年度 
人 

1,314 

千円 

5,109,993 

千円 

1,433,757 

千円 

2,232,861 

千円 

8,776,611 

千円 

6,679 

 
千円 

6,555 

※職員手当には退職手当を含まない 
※職員数は平成 20年 4月 1日現在の人数 

 

■ラスパイレス指数の状況 

 
※ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数
である。 

 

■職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成 21 年 4 月 1 日現在) 

①一般行政職                                                                           

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 
（国ベース） 

鈴鹿市    43.5歳 352,507円 458,008円 414,403円 

三重県 42.8歳 353,145円 456,376円 円 

国 41.5歳 325,521円 － 391,770円 

類似団体     43.3歳 341,134円 413,811円 377,015円 

２ 給与の状況 
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②教育職                                                                                

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

鈴鹿市 46.2歳 397,877円 453,287円 

三重県 
高等学校教育職 45.0歳 406,901円 469,388円 

小中学校教育職 44.4歳 396,128円 447,629円 

 

③技能労務職 

□職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等のデータ 

 公務員 

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額(A) 平均給与月額(国ﾍﾞｰｽ) 

鈴鹿市 47.9 154 281,699 324,484 311,764 

 うち清掃職員 45.4 19 293,900 364,440 335,691 

 うち学校給食職員 45.8 62 263,800 302,391 293,801 

 うち用務員 53.5 46 302,500 332,044 329,085 

 うち自動車運転手 54.2 2 337,100 470,516 383,746 

 うち電話交換手 46.7 3 323,200 347,127 347,127 

 うちその他技能労務 44.3 22 267,400 320,063 294,139 

三重県 46.6  340,797 395,490  

類似団体 46.1 184 322,071 360,415 342,470 

国 49.2 4,429 285,548 － 322,737 

 

□職種ごとの年齢別人数 

区分 
20 歳 
未満 

20 歳 
～ 

23 歳 

24 歳 
～ 

27 歳 

28 歳 
～ 

31 歳 

32 歳 
～ 

35 歳 

36 歳 
～ 

39 歳 

40 歳 
～ 

43 歳 

44 歳 
～ 

47 歳 

48 歳 
～ 

51 歳 

52 歳 
～ 

55 歳 

56 歳 
～ 

59 歳 

60 歳 
以上 計 

清掃職員   1  2 0 4 3 3 1 3 2 19 

学校給食職員   1 7 4 10 6 12 8 2 8 4 62 

用務員      3 0 6 7 10 14 6 46 

自動車運転手         1  1  2 

電話交換手       2    1  3 

その他技能労務     4 6 2 3 1 1 4 1 22 

 

□その他給与に関する事項 

給 料 表：国の行政職給料表(一)の内，技能職員は1級～4級，労務職員は1級～3級を適用 

各種手当：一般職員に準ずる 

昇給基準：毎年1月1日に前1年間の勤務状況に応じて4号給(57歳を超える場合は2号給)を標準とし

て昇給 
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□基本的な考え方及び取組内容 

 技能労務職員の給料については，平成18年4月の給与構造改革に伴う給料表の見直しや，58歳昇給

抑制を実施するとともに，平成20年度には特殊勤務手当の見直しを実施した。 

 今後はＰＦＩ手法による不燃物リサイクルセンターの民間委託や，給食調理センターの建替えによ

る業務の見直し等を段階的に実施し，職員数の削減を行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

■職員の初任給の状況(平成21年4月1日現在) 

区    分 鈴鹿市 三重県 国 

一般行政職 
大 学 卒 178,800円 178,800円 

    Ⅰ種:181,200円 

Ⅱ種:172,200円  

高 校 卒 144,500円 144,500円          140,100円  

技能職 
高 校 卒 

144,500円 
144,500円 

            －  

労務職 140,100円             －  

教育職 大 学 卒 (幼稚園教諭)178,800円 199,700円 － 

 

■職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成21年4月1日現在) 

区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 
大 学 卒    275,800円          317,800円          368,100円 

高 校 卒        229,500円          275,800円          317,800円 

技能職 
高 校 卒 

         218,400円          251,600円          301,300円 

労務職          204,600円          245,500円          294,200円 

 

■昇給への勤務成績の反映状況 

 
※「平均給料月額」とは，20年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 
※「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時間外勤務手
当などのすべての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにさ
れているものである。 

※「平均給与月額(国ベース)」は，国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当，特殊勤務手当等
の手当が含まれていないことから，比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

平成 19 年度から管理職に対する勤務評定(人事評価)の試行を行っている段階であり，昇給に勤務

評定を反映させるまでには至っていない。 
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■一般行政職の級別職員数の状況(平成 21 年 4 月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 
定型的な業務を行う職務 

技能労務の職務 
37 人 5.0％ 

2 級 
高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

高度の技能又は経験を必要とする技能労務の職務 
57 人 7.8％ 

3 級 

副主幹の職務又はまたはこれに相当する職務 

特に高度の専門的な知識又は経験を必要とする困難な業務を行う職務 

特に高度の知識又は経験を必要とする相当困難な業務を行う職務 

困難な専門的業務又は指導的業務を行う技能労務の職務 

167 人 22.8％ 

4 級 
主幹の職務又はこれに相当する職務 

困難な業務を処理する副主幹の職務 
164 人 22.3％ 

5 級 困難な業務を処理する主幹の職務又はこれに相当する職務 77 人 10.5％ 

6 級 課長の職務又はこれに相当する職務 183 人 24.9％ 

7 級 次長の職務又はこれに相当する職務 36 人 4.9％ 

8 級 部長の職務 13 人 1.8％ 

合   計 734 人 100.0％ 

※鈴鹿市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
※標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
 

 
※平成18年4月に9級制から8級制に変更している。 
(旧給料表の1級と2級，4級と5級をそれぞれ統合） 
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■期末手当・勤勉手当 

鈴鹿市 三重県 国 

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度） 
－ 

          1,699千円           1,882千円 

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （20年度支給割合） 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

     3.00月分 

 (1.60)月分 

  1.50月分 

(0.75)月分 

     3.00月分 

 (1.60)月分 

     1.50月分 

 (0.75)月分 

  3.00月分 

 (1.60)月分 

     1.50月分 

 (0.75)月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階,職務の級等による加算措置 

・役職加算 5～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階,職務の級等による加算措置 

・役職加算    5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階,職務の級等による加算措置 

・役職加算    5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

※(  )内は，再任用職員に係る支給割合である。 
 

□勤勉手当への勤務実績の反映状況 

 

 

 

 

■退職手当（平成 21 年 4 月 1 日現在） 

 鈴鹿市 三重県 

支
給
率 

 自己都合 勧奨･定年 自己都合 勧奨･定年 

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 33.50 月分 41.34 月分 

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 

1 人当たり平均支給額 5,038 千円 23,969 千円 8,090 千円 27,750 千円 

その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 2～20% 定年前早期退職特例措置 2～20% 

定年前早期退職特別昇給 4 号給   

※退職手当の１人当たり平均支給額は，前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 
 

■地域手当 

□(平成21年4月1日現在) 

支給実績(20年度決算) 327,584千円 

支給職員1人当たり平均支給年額(19年度決算) 249,302円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 

4級地 6％ 1,452人        8％ 

 

□(22年度の制度完成時) 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

4級地            10％          10％ 

※国の制度では平成22年度での完成を目指し，平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。 
平成22年度の時点で10％の予定であるが，8％に抑制することとしている。 

昇給への勤務成績の反映状況に同じ 
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■特殊勤務手当(平成21年4月1日現在） 

支給実績（平成20年度決算）           28,184千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）               134千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）               16.1％ 

手当の種類（手当数） 14 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 

市税事務手当 納税課 市税の滞納に関する業務 

防疫作業手当 環境政策課 等 

感染症が発生し，又は発生するおそれのある場合において，感染

症患者若しくは感染症の病原体を有する疑いのある患者の救護

に従事したとき 等 

清掃作業手当 清掃3場 等 汚物等の収集又は処理に従事したとき 

斎苑作業手当 斎苑 火葬作業又は霊柩の運搬作業に従事したとき等 

社会福祉業務手当  現業職員が庁外において福祉に関する業務に従事したき 

行旅病人・同死亡人処理手当 生活支援課 行旅病人・同死亡人の処理に従事したとき 

消防手当 消防 消火又は救急業務に従事したとき  

夜間特殊業務手当 消防 消防職員が深夜2時間以上消防業務に従事したとき 

税外徴収金滞納整理手当 住宅課 等 税外徴収金の滞納整理事務に従事したとき 

現業手当 道路保全課 等 
外勤を常態とする職員が自動車の運転，道路補修又は土木清掃に

従事したとき 

特殊現場作業手当  
高所，急傾斜又は高圧電流等危険な現場で測量又は監督等の業務

に従事したとき 

用地等交渉業務手当 道路用地課 等 用地取得交渉又は家屋移転交渉の業務に従事したとき 

災害出動手当  災害業務に従事したとき 

義務教育等教員特別手当  
義務教育等学校に勤務する教育職員が市長の指定する業務に従

事したとき。 

 

 

 

■時間外勤務手当 

 支給実績(決算額) 職員 1 人当たり平均支給年額 

平成 20 年度 454,830 千円 348 千円 

平成 19 年度 455,723 千円 349 千円 

平成 18 年度 393,025 千円 297 千円 

平成 17 年度 417,471 千円 314 千円 
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■その他の手当(平成 21 年 4 月 1 日現在) 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 
との異同 

支給実績 
（20 年度決算） 

支給職員1人当たり 
平均支給年額 

（20年度決算） 

扶養手当 

配

偶

者 

有 

配偶者を扶養している場合 

配偶者 

配偶者以外(1 人につき) 

13,000 円 

6,500 円 

同 161,014 千円 248,862 円 
無 

1 人目 

2 人目以降(1 人につき) 

11,000 円 

6,500 円 

満 16 歳の年度初めから 

満 22 歳の年度末までの子 
5,000 円 

住居手当 

対象:借家,家賃,借間 

金額:12,000 円を超える額 

(限度額 27,000 円) 

自宅 2,500 円(5 年間) 

同 48,802 千円 196,782 円 

通勤手当 

交通機関:限度額 55,000 円 

交通用具:距離に応じて 

(限度額 60km 以上 24,500 円) 

異 90,468 千円 74,644 円 

 

■特別職の報酬等の状況(平成 21 年 4 月 1 日現在) 

区     分 給料月額等 

給
料 

市     長  1,058,000円 

(

参
考)

類
似
団
体
に
お
け
る
最
高
／
最
低
額 

1,080,000円 / 833,600円 

副  市  長           816,000円 892,400円 / 715,000円 

常 勤 監 査 委 員             510,000円 －円 / －円 

報
酬 

議     長            613,000円 714,000円 / 500,000円 

副  議  長        539,000円 655,500円 / 420,000円 

議     員      485,000円 617,500円 / 400,000円 

期
末
手
当 

市          長 
副    市    長 

平成21年度支給割合 

6月期 1.975月分  12月期 2.175月分  計4.15月分 

議     長 
副  議  長 
議     員 

平成21年度支給割合 

6月期 1.675月分  12月期 1.875月分  計3.55月分 

退
職
手
当 

 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期） 

市          長 給料月額(退職時)×在職年数×450/100 19,044,000円 任期ごと 

副    市    長 給料月額(退職時)×在職年数×315/100 10,281,600円 任期ごと 

常 勤 監 査 委 員 給料月額(退職時)×在職年数×100/100 2,040,000円 任期ごと 

※退職手当の｢1 期の手当額｣は,4 月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき， 
1 期(4 年＝48 月)勤めた場合における退職手当の見込額である。 

※平成 21 年 4 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日までの間，市長 10％，副市長 5％，常勤監査
委員 5％を各々の給料から減額している。
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■一般職員の勤務時間の状況 

勤務時間，休憩時間及び休息時間は，原則次のように割り振られています。 

1 週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

38 時間 45 分 8：30 17：15 12：00～13：00 

※公務運営上の事情により，特別な勤務時間の割振りを行う必要がある場合には，所属長が任命権者の承
認を受けて勤務時間を変更することができます。 

 

■休暇制度の概要 

区分 種類 内容 

年次有給休暇  1 年度 20日 

病気休暇  必要な期間（90日以内） 

特別休暇 

選挙権その他公民としての権利行使 

その都度必要な期間 証人等としての裁判所等への出頭 

骨髄バンクへの登録，骨髄液の提供 

ボランティア休暇 1年度 5日以内 

結婚休暇 7日以内 

産前・産後休暇 産前産後 8週間（多産は産前 14週間） 

育児時間 
1日 2回 各 30 分以内 

（生後 1年以内） 

育児参加休暇 妻の産前産後の期間内に 5日以内 

配偶者の出産 入院日から出産後14日以内の期間で3日以内 

子の看護休暇 1年度 5日以内 

忌引 
配偶者 10日，父母 7日， 

子 5日，兄弟姉妹 3日 等 

公務上の負傷，疾病，通勤災害 治療に必要な期間 

生理休暇 2日以内 

妊婦定期検診特別休暇 検診に必要な時間 

夏季休暇 6日以内 

介護休暇 配偶者等の介護 
介護を必要とする一の継続する状態ごとに連

続する 6月の範囲内の必要な期間 

 

■年次有給休暇の取得状況(平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日) 

職員は 1年度あたり 20 日間の年次有給休暇が与えられます。残日数がある場合は，20 日を限度と

して翌年度に繰り越すことができます。 

平成 20 年度の職員一人あたりの平均取得日数は 13.1 日です。 

３ 勤務時間その他勤務条件の状況 
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■育児休業の取得状況(平成 20 年 4 月１日～平成 21 年 3 月 31 日) （単位：人） 

 
市長部局ほか 教育 消防 水道 合計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

育児休業の取得人数 0 41 0 9 0 0 0 0 0 50 

部分休業の取得人数 0 15 0 0 0 0 0 2 0 17 

 

■介護休暇の取得状況(平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日) （単位：人） 

 市長部局ほか 教育 消防 水道 合計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

介護休暇の取得人数 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

 
 

 

 

 

 

 

■分限処分者数 

分限処分は，公務の能率を維持することやその適正な運営の確保の目的から，心身の故障や職に必

要な適格性を欠くなど一定の事由がある場合に，職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす

処分です。その種類として，免職，降任及び休職があります。 

平成 20 年度の分限処分の状況は次のとおりです。 ( )は発令回数 

部局 理由 免職 降任 休職 合計 

市長部局 心身の故障の場合 0(0) 0(0) 10(29) 10(29) 

教育委員会 心身の故障の場合 0(0) 0(0) 7(15) 7(15) 

水道局 心身の故障の場合 0(0) 0(0) 1 (5) 1 (5) 

合計  0(0) 0(0) 18(49) 18(49) 

 

■懲戒処分者数 

懲戒処分は，職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより，公務に

おける規律と秩序を維持・回復することを目的とする処分です。その種類として，免職，停職，減給

及び戒告があります。 

市民の皆さんからの信頼を確保していくために，今後とも服務規律の遵守の徹底を図るとともに，

不祥事が発生した際には厳正に対処してまいります。 

 平成 20 年度の懲戒処分の状況は次のとおりです。      （単位：人） 

部局 理由 免職 停職 減給 戒告 合計 

市長部局 
法令に違反した場合 0 0 0 0 0 

信用失墜行為 0 0 0 0 0 

教育委員会 法令に違反した場合 0 0 0 0 0 

合計  0 0 0 0 0 

４ 分限及び懲戒処分の状況 
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■職務専念義務免除の概要 

職員は，法律や条例に特別に定めがある場合以外は，勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその

職務遂行のために用い，市民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し，かつ職務の遂行にあた

っては全力をあげてこれに専念しなければなりません。 

研修に参加する場合や厚生に関する計画の実施に参加する場合などには，あらかじめ承認を得れば，

職務に専念する義務を免除される場合があります。 

   

■営利企業等への従事状況 

職員は，全体の奉仕者であり，職務専念義務を負うことから，任命権者の許可を受けなければ，営

利企業等の役員等を兼ねることや自ら営利企業を営むこと，その他報酬を得ていかなる事業又は事務

にも従事することはできません。 

平成 20 年度の許可件数は次のとおりです。 

内 容 件数 

不動産賃貸等  7 

役員，委員，指導員等 11 

 

■鈴鹿市職員倫理規程 

鈴鹿市職員の倫理をより一層保持し，信頼される市政の遂行を図るために，鈴鹿市では，平成 11

年 1 月に鈴鹿市職員倫理規程を制定しました。 

この規程では，本市の職員は，市民全体の奉仕者であり，市民の皆さんからの負託を受け，許認可

や検査，補助金の交付など様々な業務に携わっている中で，職員一人ひとりが公正な職務の執行に心

がけ，市民の皆さんから疑惑や不信を招くような行為を防止するなど，皆さんとの信頼を確保するこ

とを目的としています。今後もより一層の綱紀の粛正と，公正公平な職務の取組みを進め，市民の皆

さんに信頼される職員であり続けたいと考えています。 

５ 服務の状況 
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■研修の概要 

 新しい時代に迅速かつ柔軟に対応できるよう，職員一人ひとりが絶えず意識改革を図り，政策・施

策・事業を効果的に遂行する能力を高めることを目的として，職員研修を実施しています。 

 

①市独自研修 

・職場研修  OJT（各職場で実施） 

・階層別研修 新規採用職員研修（前期・後期） 住民満足度向上研修（4年目） 

広域連合合同研修（10 年目） 中堅職員研修  

新任課長級研修 管理職研修 

・自己研修  CAP2008 手話研修 業務能力向上研修 等 

・特別研修  地区市民センター窓口研修 行政実務研修 

      人権研修 接遇研修 個人情報保護研修 

②派遣研修   三重県自治会館組合 三重県建設技術センター  

市町村アカデミー 国際文化アカデミー 

全国建設研修センター 自治研修協議会 等 

 

③職員研修実施状況(平成 20年度) 

研修項目 実施件数 延受講者数（人） 

市独自研修 

階層別研修 19 1,039 

自己研修 15 55 

特別研修 16 2,657 

派遣研修 93 178 

合計 143 3,929 

 

■勤務成績の評定の状況 

 平成 17 年度から庁内検討部会において人事評価制度の検討に入り，平成 18 年度には「あるべき職

員像」等を明確にした『鈴鹿市人材育成基本方針』の策定をしました。 

 これに基づき『鈴鹿市人事評価制度』を検討し，平成 19 年度は管理職員を対象に試行を実施しま

した。 

 また，平成 21 年度も引き続き管理職員を対象に試行を継続し，評価者の評価技術・能力を高める 

ための研修を実施している。 

 

 

 

 

 

 

６ 職員の研修 
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職員の心身の健康の確保，勤務意欲及び勤務能率の増進に資することを目的とした福利厚生事業を

実施しています。 

 平成 20 年度は，次のような事業を行っています。 

 

■労働安全事業の状況 

労働安全衛生法及び鈴鹿市職員の安全及び衛生管理に関する規程に基づき，事業者責任として，職

員の安全と健康を確保するため下記の労働安全衛生事業を実施しています。 

事業の名称 事業の内容 

安全衛生管理 

衛生委員会を中心に安全衛生体制の機能充実を図っています。 

メンタルヘルス対策として，第三者機関による電話相談窓口の利用の

周知及びメンタル嘱託医を設置して，研修会や相談体制の充実に努め

ています。 

交通安全運動期間中に安全衛生委員会による街頭指導及び安全運転管

理者や新規採用職員等を講習会に派遣して職員の交通事故防止に努め

ております。 

職員の健康管理 

年１回全職員(人間ドック受診者を除く)を対象とした定期健康診断

や，産業医による保健指導を実施しています。 

業務上必要と認められる職員に対し，深夜業務従事者検診，Ｂ型肝炎

予防接種，潜水業務検診を実施しています。 

また，各種がん検診，ＶＤＴ作業検診は希望者を募り実施しています。 

労働安全衛生事業の決算額 9,172 千円 

 

■互助会への補助金の状況 

地方公務員法第 42 条の趣旨により，市が行う職員の保健，元気回復その他厚生に関する事業を円

滑に行うために職員の互助組織である鈴鹿市職員共済組合に実施させ，共済組合に助成しています。 

補助対象事業 事業の内容 

福利厚生事業 
各種ｸﾗﾌﾞへの活動費，人間ドック脳ドックに要した経費，職

員の元気回復慰安事業の経費への助成 

補助金の決算額 30,187 千円 

 

■その他福利厚生事業の状況 

職員の共済制度については，地方公務員等共済組合法に基づき三重県市町村職員共済組合が，公務

災害補償については地方公務員災害補償法に基づき地方公務員災害補償基金が，それぞれ主体となり

制度を実施しています。 

７ 福祉及び利益の保護状況 
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平成 20 年度 

■勤務条件に関する措置の要求の状況 0 件 

■不利益処分に関する不服申立ての状況 0 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 公平委員会の業務の状況 



正  誤 

 

 

2 ページ，部門別職員数の状況（各年 4月 1日現在）表中に，下記のとおり誤記がありましたので

訂正いたします。 

 

【誤】 

合計 
1,459 

(1,582) 

1,453 

(1,582) 

－6 

(0) 
 

 

【正】 

合計 
1,459 

(1,582) 

1,453 

(1,586) 

－6 

(4) 
 

 

 


